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研究進捗状況報告書の概要 

１ 研究プロジェクト 

学校法人名 早稲田大学 大学名 早稲田大学 

研究プロジェクト名 減災研究の国際展開のための災害研究基盤の形成 

研究観点 研究拠点を形成する研究 

 

２ 研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の深刻な被害を踏まえて、被災地の復興研究

と日本全国にわたる災害研究を早稲田大学では新たな重要研究テーマと考え戦略的に取り

組んでいる。その一環として社会環境工学とその周辺関連分野などの融合により、新たな災

害研究の分野を、東日本大震災復興研究拠点･複合災害研究所を中心として立ち上げた。

今後の複合災害への対応を考えると、各研究分野の壁を越えた研究者間の連携を促進し、

融合分野を形成していくための仕組みが必要である。本事業では災害研究を様々な分野か

ら推進している研究者群が創造理工学研究科内で結集し、これまでに各研究者がカナダ、イ

ギリス、イラン、インドネシア、ベトナム、タイ、スリランカ、タンザニア、ブータンなどの災害研

究者と共に築きあげた国際ネットワークと結合する。これにより、１）構造物の減災、２）複合

災害への対処の 2 つのテーマについて、早大理工を災害研究の国際的な拠点にすることを

目指している。 

津波・地震による構造物被災の減災技術、複合災害機構の解明と減災の 2 つのテーマに

ついて研究を実施する。初年度は、これまでに早大で開発を進めてきた津波、高潮、高波な

どの沿岸災害の数値予測モデルや現地調査資料の集積と整備を行うとともに、平面津波造

波装置をはじめとした実験設備の整備を行う。2 年度以降は、初年度に整備した数値予測モ

デル、現地調査資料、実験設備を用いて、構造物被災機構と複合災害機構を分析し、減災

技術開発のための基盤とする。さらにこれらを統合して、国際的に共有できる計算プログラム

とする。一方で海外研究者との共同研究を進め、早大が開発したプログラムの現地化、国際

化を図ることによって、研究基盤の国際展開を図る。また、現地化を通して、プログラムの高

度化を目指す。最終年度には、早大大隈講堂において研究成果を統合する国際ワークショッ

プを開催し、研究ネットワークの恒久化を図る。 

３ 研究プロジェクトの進捗及び成果の概要 

津波・地震による構造物被災の減災技術、複合災害機構の解明と減災の 2 つのテーマに

ついて多くの研究成果を得た。特に、津波被害の実態把握とそれに伴う新たな対策技術の

開発に成果があった。これまでに早大で開発を進めてきた津波、高潮、高波などの沿岸災害

の数値予測モデルや東北津波をはじめとする現地調査資料の集積と整備を行うとともに、平

面津波造波装置をはじめとした実験設備の整備を行った。そして、数値予測モデル、現地調

査資料、実験設備を用いて、構造物被災機構と複合災害機構を分析し、減災技術開発のた

めの基礎とした。さらにこれらを統合して、国際的に共有できるプログラムとしつつある。一方

で海外研究者との共同研究が進み、早大が開発したプログラムの国際化、現地化を図ること

によって、研究基盤の国際展開を図った。 
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平成 25 年度選定「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 

研究進捗状況報告書 
 

１ 学校法人名 早稲田大学   ２ 大学名 早稲田大学 

 

３ 研究組織名 創造理工学部 

 

４ プロジェクト所在地 新宿区大久保 3-4-1 

 

５ 研究プロジェクト名 減災研究の国際展開のための災害研究基盤の形成 

 

６ 研究観点  研究拠点を形成する研究 

 

７ 研究代表者 
研究代表者名 所属部局名 職名 

柴山 知也 理工学術院 教授 

 

８ プロジェクト参加研究者数  37 名 

 

９ 該当審査区分    理工・情報     生物・医歯     人文・社会  

 

１０ 研究プロジェクトに参加する主な研究者 
研究者名 所属・職名 プロジェクトでの研究課題 プロジェクトでの役割 

依田 照彦 
創造理工

学部・教授 
構造物の津波・地震対策 構造物の被災と減災 

赤木 寛一 
創造理工

学部・教授 
地盤の液状化対策 地盤の被災と減災 

榊原 豊 
創造理工

学部・教授 
災害後の環境対策 複合災害への対応 

関根 正人 
創造理工

学部・教授 
河川災害の対策 複合災害の解明 

秋山 充良 
創造理工

学部・教授 

コンクリート構造物の津波・

地震対策 
構造物の被災と減災 

中川 義英 
創造理工

学部・教授 
防災まちづくり 防災まちづくり 

佐々木 葉 
創造理工

学部・教授 
防災まちづくり 防災まちづくり 

小泉 淳 
創造理工

学部・教授 
地下構造物 構造物の被災と減災 

清宮 理 
創造理工

学部・教授 
沿岸構造物 構造物の被災と減災 
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小峯 秀雄 
創造理工

学部・教授 
放射性物質の処分 原子力複合災害への対応 

森本 章倫 
創造理工

学部・教授 
防災交通計画 防災まちづくり 

小野 潔 
創造理工

学部・教授 
構造物の耐震 構造物の被災と減災 

三上 貴仁 
創造理工

学部・講師 
沿岸災害の予防 総括、機構の解明 

長谷見 雄二 
創造理工

学部・教授 
火災への対策 複合災害への対応 

曽田 五月也 
創造理工

学部・教授 
制振構造技術の高度化 構造物の被災と減災 

香村 一夫 
創造理工

学部・教授 
災害後の環境汚染対策 複合災害への対応 

大河内 博 
創造理工

学部・教授 
火山噴火に対する備災 複合災害への対応 

（共同研究機関等）

鈴木 崇之 

横浜国立大

学・准教授 
津波による被災機構解明 構造物の被災と減災 

高木 泰士 
東京工業大

学・准教授 
高潮による被災機構解明 構造物の被災と減災 

松丸 亮 
東洋大学・

教授 

震災後の復興プロセスの解

明 
複合災害への対応 

Ioan Nistor 
オ タ ワ 大

学 ・教授 
津波による被災機構解明 北米での対応戦略 

Miguel Esteban 
東京大学・特

任准教授 
津波高潮避難の方略 複合災害への対応 

Mohsen Soltanpour 
KNT 工科大

学・准教授 
インド洋の高潮予測 複合災害への対応 

W. Rattanapitikon 
タマサート大

学・准教授 
タイの複合災害 複合災害への対応 

Ngyuen Danh Thao 

ホーチミン市工

科大学・准教

授 

津波高潮被災機構 構造物の被災と減災 

Nguyen The Duy 
ホーチミン市工

科大学・講師 
ベトナムの高波対策 構造物の被災と減災 

Hendra Achiari 
バンドン工科

大学・講師 
インドネシアの複合災害 複合災害への対応 

Cheki Dorji 

ブータン王立

大学・工科大

学長 

ブータンの複合災害 
複合災害への対応 
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Joel Noｂert 
ダルエスサラー

ム大学・助教授 
タンザニアの複合災害 複合災害への対応 

Nimal Wijayaratna 
モ ラ ト ワ 大

学・上級講師 
スリランカの複合災害 構造物の被災と減災 

R. Jayaratne 

イーストロン

ドン大学・上

級講師 

イギリスの沿岸災害 複合災害への対応 

Matico Samson 

ダルエスサラ

ーム大学・上

級講師 

タンザニアの複合災害 複合災害への対応 

Li Shaowu 
天津大学・

教授 
中国の複合災害 複合災害への対応 

Huck-Min Kweon 
慶州大学・

教授 
韓国の複合災害 複合災害への対応 

T.Rasmeemasmuang 
ブーラバー大

学・講師 
タイの複合災害 複合災害への対応 

Rafael Aranguiz 
コンセプシオ

ンカトリック大

学・講師 
チリの津波災害 複合災害への対応 

 

＜研究者の変更状況（研究代表者を含む）＞ 

旧 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

構造物の津波対策 
理工学術院・助

教 
笠野 英行（変更の時

期：平成 27 年 3 月 31 日） 
構造物の被災と減災 

埋立地の液状化による

二次災害対策 

理工学術院・助

手 
加藤 一紀（変更の時

期：平成 26 年 3 月 31 日） 
複合災害への対応 

 

 

新 
変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

茨城大学・教授 創造理工学部・教授 
小峯 秀雄（変

更の時期：平成26年4

月 1 日） 

原子力複合災害への

対応 

宇都宮大学・教授 創造理工学部・教授 
森本 章倫（変

更の時期：平成26年4

月 1 日） 
防災まちづくり 

大阪大学・准教授 創造理工学部・教授 
小野 潔（変更の

時期：平成27年4月1

日） 
構造物の被災と減災 
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１１ 研究進捗状況（※ ５枚以内で作成） 

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

【目的・意義】 

東日本大震災の深刻な被害を踏まえて、被災地の復興と世界的な災害研究を行う新たな

災害研究の分野を立ち上げる。複合災害への対応を考えると、融合分野を形成していくため

の仕組みが必要である。そこで、災害研究を様々な分野から推進している研究者群が結集

し、さらに各研究者がカナダ、イギリス、イラン、インドネシア、ベトナム、タイ、スリランカ、タン

ザニア、ブータン、チリなどの災害研究者と共に築きあげた国際ネットワークと結合することに

よって、１）構造物の減災、２）複合災害への対処の 2 つのテーマについて早大理工を災害研

究の国際的な拠点にする。 
【計画概要】 

世界的な災害研究を行う新たな災害研究の分野を早稲田大学を中心として形成していく。

複合災害への対応を考えると、融合分野を形成していくための仕組みが必要であるため、必

要な各分野の研究者を学内・国内・海外で集める。2 年度目に開催した国際ワークショップの

結果を踏まえて海外研究者との共同研究を進める。また、早大でこれまで開発したあるいは

現在開発中の数値予測モデルの現地化を図ることによって、研究基盤の国際展開を図る。 

具体的な数値モデルには、津波の伝播・陸上氾濫モデルの高度化モデル、気象・高潮・高

波数値モデルの温暖化後条件への拡張モデル、流体解析に基づき津波が構造物に与える

外力を算出する Large Eddy Simulation (LES) モデルなどがある。これらを実測や実験結果と

の比較を通じて精緻化し、その予測推定の精度を高める。また、平面津波造波設備、二次元

造波水路を用いて津波による漂流物挙動を対象とした実験を実施し、その再現解析などを通

じて数値モデルの有効性を検証する。国際的には、それぞれの国ごとの検討を共同で進め

るとともに、上記数値モデルの現地化と高度化を図る。また、それぞれの必要に応じて、平面

津波造波装置など早大内の実験施設を用いて共同で実験を行う。 

研究基盤形成のため、①世界各地の被災実態に関する情報の集積と分析、②台風・高

潮・高波、津波などの数値予測モデルの精緻化と高度化、③イラン、イギリス、カナダなどの

海外研究者との共同による水理実験、④数値予測モデルの現地化とそれに基づく高度化の

4 つのカテゴリーについて並行して研究を進める。さらに、複合災害への検討を行うために下

記の研究に着手する。⑤原子力災害への対応として、除染による廃棄物の中間貯蔵施設の

雨水対策、⑥津波漂流物の発生・処理に関するハード面とソフト面の検討、⑦火山噴火後の

火山灰沈降予測と社会インフラへの影響の除去、である。 

この他に下記の火山研究にも新たに着手する。富士山の宝永火口直下にあたる御殿場

口・太郎坊（太郎坊、1284m）において大河内グループが通年で大気化学観測を行うととも

に、毎年夏季（7 月と 8 月）には富士山頂で大気化学観測を行っている。この経験を踏まえ

て、火山ガスのうちSO2とH2Sに特化した屋外通年観測可能な小型・軽量・高時間分解・低価

格の火山ガス無人連続観測システムを構築する。火山ガスの主成分は H2O、CO2であるが、

バックグランド濃度が高いことから噴煙中濃度が低いと有意な変動をとらえることが難しく、

SO2/H2S 比で有意な変動が検出されることが報告されている。山体からの拡散放出や火口・

噴気孔から噴煙が上がる初期段階では低濃度であるため、従来の自動連続観測機では検

知することは困難であり、火山ガスの早期検出には ppb レベルの検出が必要である。このた
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め、SO2とH2Sの現地調査を行い、テレメーターシステムと組み合わせて富士山—早大理工キ

ャンパス間でデータ送受信を試みる。 

一方で海外調査の一環としてスリランカ南西部海岸観光地を対象とした津波災害に関する

意識に関しても研究を進める。ヒッカドゥワ、ゴール、ウェリガマ、マータラも海岸観光地とし

て、国内外の観光客が多く訪れる地域である。一方、これらの地域は、インド洋大津波災害

の被災地であるが、ホテルやお土産物店などは元の場所に再建されている。更に、被災後

10 年が経過し、被災経験が薄れているのは否めない。今後、当該地域を津波災害に対して

安全な地域としていくためには、想定される津波を科学的に検証していくことに加え、各種施

策の基礎となる来訪者、住民の津波に関する意識を知る事が必要であるが、そのような研究

が行われていない。インタビューやアンケート調査を通じ、当該地域への来訪者、サービス業

従事者、住民を対象に、津波被災の経験、津波に関する知識・意識等を明らかにする。 

（２）研究組織 

研究組織は早稲田大学創造理工学部の 3 学科（社会環境工学科、環境資源学科、建築

学科）、国内4大学、海外13大学に及んでいて、国際的な研究基盤の形成に適した組織とな

っている。この他に複合災害研究会を組織して、民間企業、地方自治体とも連携している。こ

の研究会には建設会社の技術研究所、コンサルタント会社、行政の技術者など約 30 名が参

加している。 

（３）研究施設・設備等 

新しい平面津波造波設備を制作し、津波を中心に新しい水理実験を行っている。また、既

存の二次元造波水路を全面改修し、造波能力、流れの安定性などを高めた。これらの水槽、

水路は通年で稼働しており、新たな水理実験データを取得している。その他、火山災害の研

究のために富士山太郎坊の拠点に火山性ガス検出設備を設置し、気象災害のデータを集積

するために早稲田大学西早稲田キャンパスに観測装置を設置した。 

（４）進捗状況・研究成果等 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。 

＜現在までの進捗状況及び達成度＞ 

１）初年度は早大内で既開発である数値予測モデルの汎用化を目指して整備を行った。早大

内で開発を進めてきた津波、高潮、高波などの数値予測モデルは高度な能力を有している

が、これまでは複数の研究者間で共同使用されることは少なかった。そのため、初年度にこ

れら沿岸災害予測のプログラムに加えて、複合災害に関する予測プログラムを集め、汎用的

に使用できるように整備を進めた。これらのモデルのうち、気象・高潮・波浪統合モデルは、

複数の数値モデルを接続したモデルであり、最終的に台風時に発生する高潮、高波を総合

的に再現・予測することができる。第 3年度の 2015 年 8月には、同モデルに習熟した博士課

程学生がイギリス・西ロンドン大学に出張し、数値モデルの使用方法を先方大学の博士課程

学生に伝授した。一方で第 2年度の 2014 年 9 月よりエストニアのタルト大学から交換留学で

来ていた修士課程学生にこの手法を教え、北大西洋及びバルト海に適用した。この学生の

帰国（2015 年 9 月）後にタルト大学で高潮による複合災害の研究が新たに開始された。この

成果は 2016 年 7 月の国際海岸工学会議（ICCE）で当該留学生により発表予定である。 

 

２）複合災害被害の調査については早大内（早稲田大学複合災害研究所が中心）に於いて、

これまで多くのデータを取得している。これらのデータを集積整理し、ウェッブ上で公表した 

（http://www.f.waseda.jp/shibayama/disaster.html）。また、世界各地で地震、津波、高潮、火

山噴火などの自然災害が発生した際には、複合災害に関するデータをいち早く取得するた

め、早大が展開した研究者ネットワークを活用し直ちに調査を実施した。例えば、2013 年台

http://www.f.waseda.jp/shibayama/disaster.html


（様式１） 

 

法人番号 131100 

プロジェクト番号 S1311028 

 

7 

 

風ヨランダ高潮（フィリピン）、2014 年御嶽山噴火、同年温帯低気圧による根室での高潮の調

査がそれにあたる。これら調査の結果、フィリピンの場合、高潮高さはレイテ湾の最奥部沿岸

の広範な地域で 5m を超えており、高潮高さが概ね 3m を超えている地点で家屋の流失等の

大きな被害が生じていたことが分かった。フィリピンの災害は、強風による被害と強風に伴う

急速な変動をもつ高潮が海岸線から数百 m の局所的な範囲に被害をもたらした点が特徴で

あった*。また、根室の場合には、根室市街地の地形的特性、風向きの変化と根室湾と根室

半島の相対的位置関係などの条件が高潮被害をもたらしたことが明らかになった*。 

 

３）液状化による二次災害、火山噴火、火山灰の降下に伴う河川災害など複合災害の構成

要素と復興プロセスについて既存のデータを収集し、それらをパーツとした解析用ツールとし

て発展・総合化する方法を協議し、国内の既存ツールを海外研究者に発信する準備を行っ

た。その際、神奈川県の富士山噴火に伴う火山灰の堆積を例として、神奈川県庁との情報交

換を行った。また、メソスケール化学輸送モデル WRF-Chem を用いて噴火後迅速に火山灰

の降灰範囲を予測する、速報型の予測手法を考案した*。速報型の予測手法とは、噴火後 24

時間以内に必要な情報を収集し、それを入力とした数値計算を行うことで噴火の翌日から数

日間の降灰範囲の予測を行う手法である。この手法を用いて噴火後の降灰範囲を予測する

ことで、土木技術者が迅速に降灰への対策を講じることが可能となる。 

 

４）新しい平面津波造波設備と改修した二次元造波水路を用いて水理実験を行った。具体的

には、東北津波で明らかになった「孤立波ではなく、１０分以上にわたって継続する越流と段

波」に注目して、3 次元的な津波挙動を含めて再現する実験を開始した。この時、数値モデル

を用いた流体解析も並行して実施し、津波が構造物に与える外力を算出した*。また、海岸堤

防を越流する津波に対して防潮林が与える影響を水理実験により検討した。その結果、防潮

林の存在により堤防背後に流下する津波が射流から常流へと変化することが分かった。同

実験では、堤防裏法尻部における流速が 4 割低減され、また堤防裏法肩部に作用する負圧

が低減される結果を得た。このことから、堤防背後に防潮林を有することで堤防周囲で生じる

津波の挙動が変化し、越流する津波による堤防への被害を軽減し得ることが明らかとなった
*。 

 

５）高潮の数値予測モデルの精緻化と、温暖化後の気候状況における高潮の強化について

検討した。数値予測モデルの精緻化はほぼ完了し、同モデルを用いての温暖化後の変動予

測も結果を得ることができた*。モデルの精緻化は、収集した 2007 年にバングラデシュに来襲

したシドル高潮、2008 年にミャンマーに来襲したナルギス高潮のデータの分析、整理、計算

値との比較を通じて行った*。同数値モデルは気象モデル、波浪モデル、高潮モデル、潮汐モ

デルを組み合わせたもので、この統合は高度な計算過程を踏まえて実施する必要があるた

め、難しい作業である。また、同数値モデルを用いて、温暖化後の高潮強化に関しても検討

した。例えば、RCP 8.5 シナリオの全球大気循環モデル(GCM)の出力結果から構築した疑似

温暖化気象場を用いて、台風・高潮強度を支配する大気・海洋物理場を特定し、その影響を

評価した。その結果、気温(AAT)の上昇は台風・高潮の強度に負の影響を与えることが分か

った。また、海水面温度(SST)が高く、AAT が低い大気・海洋物理環境場は、台風・高潮を最

も強大化させる潜在的可能性を持つことが明らかになった。また、相対湿度（RH）の変動が与

える影響は SST や AAT の場合と比較して、相対的に小さいことが示された。 
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６）第 2 年度の 2014 年 9 月 16 日から 18 日まで、海外研究者が早稲田大学に集合し、シン

ポジウムを行った。その際、早大側の集積した情報を海外研究者に伝達するとともに、各国

の災害、減災対策技術について集積した情報をそれぞれの研究者が公開し、早大が開発し

たどのような技術が各国にとって有効であるかについての議論を深めた。また、今後の連携

研究の進め方を議論し、いくつかの論点を抽出した。例えばその中には、地震に伴う側方流

動による原油・危険物の溢流と移流拡散の予測の必要性が含まれていた。この他にも、太平

洋を取り巻く諸外国の沿岸部では、液状化に伴う二次災害の経験や知見が注目されることな

く放置されている可能性があるとの指摘があった。これらを調査し、防御策を講じることはア

ジアの臨海都市を抱える国々の経済・物流活動を護り、各都市の人的・物的被害の軽減およ

び早期復旧の助けとなる。シンポジウム以降、海外研究者は検討に必要となる既存データや

資料の収集、さらに日本国内から伝達された技術の自国での適用性について検討を開始し

た。 

 

７）複合災害の例として相模トラフの地震（元禄関東地震、1703）と富士山の噴火（宝永、

1707）に着目し、地震動、津波、噴火、また酒匂川水系での洪水による災害を検討した。文献

調査と数値予測モデルによる解析を並行して行い、モデルの予測精度を向上させた。また、

富士山噴火を対象に WRF-Chem を用いて解析を行い、その結果を ArcGIS により分析した。

その結果、酒匂川に降り積もる火山灰の量は、条件が悪く・降下量が多いと仮定したシナリ

オでは、約 717 万トンになることが分かった。これは、神奈川県における１年間のごみの総排

出量の 2 倍以上、全国での１年間のごみの総排出量の１割以上にあたる。 

 

８) 東北津波に伴い発生した原子力発電所事故に由来する放射性セシウム等汚染土壌の処

理・処分および災害廃棄物について、複合的な災害という観点から、土木工学・地盤工学を

援用した研究を進めた。優れた成果として、福島県内の道路維持管理における放射性セシウ

ム汚染土砂の取り扱い技術を開発する（本成果は，平成 26 年度地盤工学会地盤環境賞：受

賞タイトル「道路維持管理における放射性物質で汚染された発生土砂の土壌洗浄技術によ

る処理・減容化に関する取組み」を受賞）とともに、引き続き進めなければならない除染廃棄

物の中間貯蔵施設建設に資する技術的知見を得た*。一方で、原子力災害に伴う森林除染を

目指して、住民生活を密接に関わる里山における放射性セシウムの動態解明、プルシアンブ

ルー磁性ナノ粒子（PB-MNP）を用いた環境調和型技術の検討を行った。PB-MNP による落

葉からの放射性セシウム回収実験を行ったところ、室内実験により 72 時間で約 30％の除染

が行えることを明らかにした*。この他に①豪雨災害の防止を目指して、山間部および都市域

における豪雨発生頻度の年々変化、豪雨に伴う大気汚染物質の湿性沈着量の解明を行っ

た。都市近郊の富士山麓、丹沢では豪雨発生頻度が増加していること、酸性物質およぼ重

金属の湿性沈着量が多いことを明らかにした*。②火山災害の防止を目指して、SO2 および

H2S の早期検出システムの開発を行った*。現在、長期安定生試験、富士山と本学ネットワー

クシステムの構築を行っている。 

 

＜特に優れた研究成果＞ 

第 3 年度の 2015 年 7 月に本研究の成果を踏まえて Handbook of Coastal Disaster 

Mitigation for Engineers and Planners（765p. Editors: Esteban, M., Takagi, H., Shibayama,T.）を

Elsevier 社から刊行した*。この本は多くの早大、WAYCEM（Waseda YNU Coastal Engineering 

and Management Group） グループの沿岸災害研究を網羅したもので、早大研究グループの

学術的な優位性が国際的に明らかとなった。 
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<成果の発信(国際発信を含む)に係る取組み> 

研究期間を通じて、20編の論文が国際Journal誌に登載され、極めて満足すべき結果とな

った*。（一覧については下記を参照 http://www.f.waseda.jp/shibayama/publication.html ） 

本研究ではこれまでに 7 名の研究者が早大理工内に滞在し、共同研究、共同実験を実施

した。それらは、イラン・KNT工科大学Dr. Mohsen Soltanpour（2014.9.10-20、2015.2.22-3.31、

2015.5.13-8.7）、同 Mr. Seyedhadi Shamsnia2015.6.14-9.14）、西ロンドン大学 Dr. Ravindra 

Jayaratne（2012.7.11-8.18、2013.8.1-22、2014.9.14-24、2015.6.20-7.16）、チリ・コンセプシオ

ンカトリック大学 Dr. Rafael Aranguiz（2012.3.17-4.15、2014.1.20-2.7、2014.3.18-30）、ライプニ

ッツ大学 Dr. Nils Goseberg （2014.9.14-26、2014.11.30-12.13）、オタワ大学 Prof.  Ioan 

Nistor（2014.8.28-12.21）、バンドン工科大学 Dr. Hendra Achiari（2014.9.14-21） である。共同

研究の成果は国際専門誌に登載されるか投稿中である。 

 

＜問題点とその克服方法＞ 

 各教授は多忙を極めるため、合宿形式の研究会に予定を合わせて参集することは難しい。

そこで毎年1回実施している早稲田大学セミナーハウス（2013年川奈、2014年軽井沢、2015

年鴨川）における2泊3日の研究会に、各研究室の大学院学生を招集し、互いの研究内容の

紹介と今後の方針について討論を行った。この研究会には外国人研究者（2014 年、オタワ大

学 Prof. Nistor）や多数の留学生も参加したため、研究会は英語を使用言語として開催した。 

 

＜研究成果の副次的効果＞ 

国際共同制作のテレビ番組（フランスのテレビ局が主に制作、日本は NHK が参加）の取材

を受け、東京沿岸部の災害脆弱性について本プロジェクトの研究成果が紹介された。①

「FLOOD A Global Menace for Coastal Megacities」（フランスとの国際共同制作）NHKワールド

11月29日（日） 8:10（ＪＳＴ）他 は、フランス始め各国のテレビ局で放送された。②また、日本

人向けにＮＨＫで再編集したバージョンが放送された（BS1 スペシャル「大水害 メガシティを

襲う高潮・洪水の脅威」（フランスとの国際共同制作）NHK BS1 12月 5日（土）19:00～20:50）。 

 

＜今後の研究方針＞ 

 これまでの研究経過を踏まえて、予定通りに今後の研究を進めていく。早大理工のエクセレ

ンスセンターとしての中心性を高めるとともに、海外との連携を高めて世界的な研究拠点を

作っていく。 

＜今後期待される研究成果＞ 

 温暖化後の高潮予測と対策、火山噴火に伴う火山灰の処理、津波に強い国土の建設など

の諸点で、予測精度の向上を伴う先進的成果が期待できる。 

＜自己評価の実施結果及び対応状況＞ 

複合災害の分野（社会環境工学）では世界にもまれに見る強力な国際共同研究グルー

プを形成し、研究期間中に 20 編の査読付き国際論文誌登載論文としてその研究結果を

公表した。英文図書の出版、国際共同研究の推進により早大災害研究の国際的な存在感

を示すことが出来た。その結果、早稲田大学は QS 世界大学ランキング分野別(Civil and 

Structural Engineering)に 2015 年（186 位）、2016 年（182 位）と連続して記載され

た。  

＜外部（第三者）評価の実施結果及び対応状況＞ 

 中間報告書を外部の評価者に送り、評価書を受領している。そこで指摘された事項を今後

の研究に生かしていく。 
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１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。） 

（１）  複合災害              （２）  津波              （３）  火山噴火                

（４）  防災・減災          （５）  高潮          （６）                  

（７）                   （８）                   

 

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。） 

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。 

 

＜雑誌論文＞ 
・Nakamura, R., Shibayama, T., Esteban, M., & Iwamoto, T. (2016): Future typhoon and storm surges under 

different global warming scenarios: case study of typhoon Haiyan (2013), Natural Hazards, in press. 

[doi:10.1007/s11069-016-2259-3]* 

・Mikami, T., Shibayama, T., Takagi, H., Matsumaru, R., Esteban, M., Thao, N. D., De Leon, M., Valenzuela, V. P., 

Oyama, T., Nakamura, R., Kumagai, K. & Li, S. (2016): Storm Surge Heights and Damage Caused by the 2013 

Typhoon Haiyan along the Leyte Gulf Coast, Coastal Engineering Journal, in press. 

[doi:10.1142/S0578563416400052] * 

・Esteban, M. Valenzuela, V. P., Matsumaru, R., Mikami, T., Shibayama, T., Takagi, H., Thao, N. D. & De Leon, M. 

(2016): Storm Surge Awareness in the Philippines Prior to Typhoon Haiyan: A Comparative Analysis with 

Tsunami Awareness in Recent Times, Coastal Engineering Journal, in press. [doi:10.1142/S057856341640009X] 

* 

・Hoshino, S., Esteban, M., Mikami, T., Takagi, H. & Shibayama, T. (2016): Estimation of increase in storm surge 

damage due to climate change and sea level rise in the Greater Tokyo area, Natural Hazards, 80(1), 539-565. 

[doi:10.1007/s11069-015-1983-4] * 

・Takagi, H., Li, S., de Leon, M., Esteban, M., Mikami, T., Matsumaru, R., Shibayama, T. & Nakamura, R. (2015): 

Storm Surge and Evacuation in Urban Areas during the Peak of a Storm, Coastal Engineering, 108, 1-9. 

[doi:10.1016/j.coastaleng.2015.11.002] * 

・Takagi, H., Esteban, M., Shibayama, T., Mikami, T., Matsumaru, R., Leon, M. D., Thao, N. D., Oyama, T. & 

Nakamura, R. (2015): Track analysis, simulation, and field survey of the 2013 Typhoon Haiyan storm surge, 

Journal of Flood Risk Management, in press. [doi:10.1111/jfr3.12136] * 

・Rattanapitikon, W., Tran, K. Q. & Shibayama, T. (2015): Estimation of maximum possible wave heights in surf 

zone, Coastal Engineering Journal, 57(2), 1550001 (19 pages). [doi:10.1142/S0578563415500011]  * 

・Samsami, F., Soltanpour, M. & Shibayama, T. (2015): Spectral analysis of irregular waves in wave-mud and 

wave-current-mud interactions, Ocean Dynamics, 65(9), 1305-1320. [doi:10.1007/s10236-015-0864-4] * 

・Esteban, M., Valenzuela, V. P. Yun, N. Y., Mikami, T., Shibayama, T., Matsumaru, R., Takagi, H., Thao, N. D., De 

Leon, M., Oyama, T. & Nakamura, R. (2015): Typhoon Haiyan 2013 Evacuation Preparations and Awareness, 

International Journal of Sustainable Future for Human Security, 3(1), 37-45. * 

・Soltanpour, M., Haghshenas, S. A. & Shibayama, T. (2015): A two-dimensional experimental-numerical approach 

to investigate wave transformation over muddy beds, Ocean Dynamics, 65(2), 295-310. 

[doi:10.1007/s10236-014-0797-3] * 

・St-Germain, P., Nistor, I., Townsend, R. & Shibayama, T. (2014): Smoothed-Particle Hydrodynamics Numerical 

Modeling of Structures Impacted by Tsunami Bores, Journal of Waterway, Port, Coastal, and Ocean Engineering, 

140(1), 66–81. [doi:10.1061/(ASCE)WW.1943-5460.0000225] * 

・Jayaratne, M. P. R., Rahman, M. R. & Shibayama, T. (2014): A Cross-shore Beach Profile Evoluation Model, 

Coastal Engineering Journal, 56(4), 1450020. [doi:10.1142/S057856341450020X]  * 

・Tasnim, K. M., Shibayama, T., Esteban, M., Takagi, H., Ohira, K. & Nakamura, R. (2014): Field observation and 
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・曽田五月也・久保和民・齋藤健寛（2015）：高靭性・高減衰耐力壁を用いた薄板軽量形鋼造の中層化に関する

研究(その 1. 実大耐力壁の正負交番繰り返し載荷試験), 2015 年日本建築学会大会学術講演会、

CDROM-22577 構造Ⅲ，pp.1153-1154. 

・曽田五月也・齋藤健寛・久保和民（2015）：高靭性・高減衰耐力壁を用いた薄板軽量形鋼造の中層化に関する

研究(その 2. 中層建築物の設計と地震応答解析による耐震性能評価), CDROM-22578 構造Ⅲ，

pp.1155-1156. 

・曽田五月也・花井勉・井上雄貴・皆川隆之・佐藤剛生・三須基規・井上雄貴（2015）：低層鉄骨造の損傷抑制用 

DIY 制震補強に関する技術開発(その 10. 既存 5 層鉄骨造建物に対する DIY 制震補強工法の施工実験), 

CDROM-22501 構造Ⅲ，pp.1001-1002. 

・曽田五月也・花井勉・井上雄貴・皆川隆之・佐藤剛生・神谷佳祐（2015）：低層鉄骨造の損傷抑制用 DIY 制震

補強に関する技術開発(その 9. 接着剤接合部の接着強さの疲労耐久性に関する検討), CDROM-22500 構造

Ⅲ，pp.999-1000. 

・曽田五月也・花井勉・神谷佳祐・皆川隆之・井上雄貴・佐藤剛生（2015）：低層鉄骨造の損傷抑制用 DIY 制震

補強に関する技術開発(その 8. 接着剤の劣化要因を考慮した接着強さの力学性能検証実験),CDROM-22499

構造Ⅲ，pp.997-998. 

・増田開・中込忠男・曽田五月也・金子洋文・堤成一郎・的場耕・嶋徹・鈴木励一（2015）：現場溶接型柱梁溶接

接合部における梁端仕口ディテールに関する実験的研究(その 3. 破壊性状), CDROM-22413 構造Ⅲ，

pp.825-826. 

・巻島淳・中込忠男・曽田五月也・金子洋文・堤成一郎・内田昌克・鎌倉和彦・板谷俊臣（2015）：現場溶接型柱

梁溶接接合部における梁端仕口ディテールに関する実験的研究(その 2. 変形性能), CDROM-22412 構造Ⅲ，

pp.823-824. 

・中村洋一・中込忠男・曽田五月也・金子洋文・堤成一郎・中澤好道・廣重隆明・藤田哲也（2015）：現場溶接型

柱梁溶接接合部における梁端仕口ディテールに関する実験的研究(その 1. 仕口ディテールと施工方法), 

CDROM-22411 構造Ⅲ，pp.821-822. 

・曽田五月也・小田観世（2015）：実用的滑り基礎構造に関する研究 (その 3. 超高分子量ポリエチレンとフレキ

シブルボードを用いた滑り基礎の応答低減効果),CDROM-22287 構造Ⅲ，pp.573-574. 

・曽田五月也・氏家章宏(2015)：多層建物モデルと等価１質点縮約モデルにおける最大半サイクル吸収エネル

ギーの等価性に関する研究, 2015 年，CDROM-22194 構造Ⅲ，pp.387-388. 

・曽田五月也・渡井一樹（2015）：リンク式流体慣性ダンパの高性能化に関する研究 (その 2.小型リンク式流体

慣性ダンパの単体性能実験), 2015 年，CDROM-21341 構造Ⅱ，pp.681-682. 

・曽田五月也・渡井一樹（2015）：リンク式流体慣性ダンパを用いた構造物の制振に関する研究,USB 論文集

320,2015.8. 

・曽田五月也,・脇田健裕・京田隆寛・斎藤健寛（2015）：摩擦式エネルギー吸収機構を内蔵する薄板軽量形鋼造

耐力パネルによる中層住宅の耐震設計, pp.32-45, 2015.9、第 4 回制振構造デザイン技術の高度化に関するシ

ンポジウム梗概集 早稲田大学. 
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・曽田五月也・神谷佳祐・袖山博（2015）：粘弾性仕口ダンパによる軽量鉄骨造の制振補強に関する研究, 

pp.46-53, 2015.9. 

・宮津裕次・曽田五月也（2015）：外付け式層間変形制御装置に関する研究, pp.66-73, 2015.9. 

・曽田五月也・氏家章宏(2015)：建築物の地震応答最大変形のエネルギー授受に基づく予測, pp.74-85, 2015.9. 

・松丸亮（2015）：スリランカにおけるコミュニティ防災活動の継続性とコミュニティの特性に関する考察－JICA プ

ロジェクト実施コミュニティにおける分析―，国際開発学会第 26 回全国大会，新潟大学. 

・眞子岳・松丸亮（2015）：2015 年ネパール地震３か月後の被災者の生活状況－被災者の水使用に着目して

－，国際開発学会第 26 回全国大会，新潟大学． 

・安積恭子・小野潔・秋山充良(2015)：径厚比パラメータが比較的大きい円形断面鋼製橋脚の耐震性能評価

法，鋼構造年次論文集，第 23 巻，pp.612-615.（優秀発表表彰）. 

・Kiyoshi Ono, Toshiki Adake, Kentaro Kato, Yasuo Kitane and Masahide Matsumura(2016): LOAD-CARRYING 

CAPACITY OF BOX STUB-COLUMNS MADE OF SBHS500, 14th East Asia-Pacific Conference on Structural 

Engineering and Construction, 2016.1. 

・ Kiyoshi Ono, Hiroyuki Aizawa, Takeshi Miyashita, Shinji Yamada and Yasuhiro Miyazaki(2016): AN 

EXPERIMENTAL STUDY ON CONSTITUTIVE EQUATION OF SBHS400 UNDER CYCLIC LOADING, 14th East 

Asia-Pacific Conference on Structural Engineering and Construction, 2016.1 

・Tatsuya Ishikawa, Kiyoshi Ono and Kazuya Magoshi(2016): EFFECT OF REVISED DESIGN EARTHQUAKE 

GROUND MOTIONS CONSIDERING ZONE FACTORS ON DYNAMIC RESPONSE OF STEEL ARCH BRIDGES, 

14th East Asia-Pacific Conference on Structural Engineering and Construction, 2016.1. 

・Naoki Ichikawa, Kiyoshi Ono and Kyoko Azumi(2016): An Analytical Study on Elasto-Plastic Behavior of 

Electric Resistance Welded Steel Pipes, 14th East Asia-Pacific Conference on Structural Engineering and 

Construction, 2016.1. 

・Kentaro Kato, Yasuhiro Miyazaki, Takeshi Miyashita and Kiyoshi Ono(2016): A Study on Modeling of Welding 

Residual Stress for Stainless Steel Plate, 14th East Asia-Pacific Conference on Structural Engineering and 

Construction, 2016.1. 

・ Kyoko Azumi, Kiyoshi Ono and Mitsuyoshi Akiyama(2016): EVALIATION METHODS OF SEISMIC 

PERFORMANCE OF EXISTING STEEL BRIDGE PIERS WITH CIRCULAR SECTION, 4th East Asia-Pacific 

Conference on Structural Engineering and Construction, 2016.1. 

 

 

＜研究成果の公開状況＞（上記以外） 

シンポジウム・学会等の実施状況、インターネットでの公開状況等 
ホームページで公開している場合には、URL を記載してください。 

＜既に実施しているもの＞ 

ウェッブページ： 

http://www.f.waseda.jp/shibayama/saigaikiban/saigaikiban.html 

国際シンポジウム： 

世界の沿岸自然災害に関する研究集会 7 

2014 年 9 月 17 日（水）10:00-17:30 早稲田大学理工学術院会議室にて開催 

 9 月 17 日（水）13:00-17:30 早稲田大学大隈記念講堂小講堂にて開催 

＜これから実施する予定のもの＞ 

国際シンポジウム： 

2017 年 9 月 世界の沿岸自然災害に関する研究集会 8 

 １４ その他の研究成果等 
「１２ 研究発表の状況」で記述した論文、学会発表等以外の研究成果及び企業との連携実績があれば具体的

に記入してください。 また、上記１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付してください。 

本研究の成果を踏まえて、早稲田大学では、Tsunamis and Storm Surges –  An 

Introduction of Coastal Disasters : Lessons from the 2011 Japan Tsunami （英語配信仮題、

邦題：沿岸災害、津波と高潮 —2011 東北津波の教訓）と題した、全 6 回の公開オンライン講
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座を 2016 年 1 月中旬より、世界に向けて配信した。この講座は、大規模公開オンライン講座

（MOOC：Massive Open Online Course)の提供機関である edX（米国ハーバード大学と MIT が

創設）を利用することによって、世界中の大学生や高校生を含むあらゆる年代の学習者に向

けて配信した。講座の内容は、本研究の成果を用いて、2011 年東北地方太平洋沖地震津

波、2004年インド洋津波などの津波災害、2013年フィリピン国Haiyan高潮災害などを科学的

に分析し、工学的対応方法を紹介して減災への意識を高めるほか、世界の若者へ沿岸災害

研究の現在を紹介している。 

 

１５ 「選定時」に付された留意事項とそれへの対応 

＜「選定時」に付された留意事項＞ 

外部評価体制を整えた方が良い。また、研究の統括、情報の共有等には注意されたい。 

 

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞ 

外部専門家に研究の進捗状況についてのレポートを送付し、評価を依頼した。その結果、以

下の意見を頂いている。この意見にできるだけ沿って研究を進める。また、全体を研究代表

者が注意深く統括していて、情報は研究会、研究合宿、ウェッブ上で共有されている。 

 

研究進捗状況への意見書 

 

外部専門家 

職名 ○○大学教授  

氏名 ○○  

 

評価内容 

（５：優れている ４：どちらかと言えば優れている ３：普通 ２：どちらかと言えば劣っている 

１： 劣っている） 

 

① 研究の目的、内容は社会の必要とするものであるか 評点 [5] 

本研究プロジェクトは 「東日本大震災の深刻な被害を踏まえて，被災地の復興と世界的な

災害研究を行う新たな災害研究の分野を立ち上げ」 「複合災害への対応を考えると，融合

分野を形成していくための仕組み作り」 を目的としており，この仕組みと研究成果は正に日

本の社会が求めているものである．これに向け，社会基盤工学分野の様々な専門家がプロ

ジェクトに参画し，巨大災害により生じる複合的な困難に対処を分析するための合理的な体

制が用意されている． 

 

② 5 年間継続する研究は 3年目までは順調に進んでいるか  評点 [5] 

先の大津波と関連する研究は，海岸工学的な観点から相当に進捗している．プロジェクト研

究は個々の研究発表の積み重ねを成果とすることが多いが，プロジェクト全体の成果を俯瞰

することが難しい．この点については，本プロジェクの研究成果を概観できる ‘Handbook of 

Coastal Disaster Mitigation for Engineers and Planners’ をすでに編纂した点は高く評価でき

る．また，複合災害に関する分析（相模トラフ地震，富士山噴火）にも着手しており，今後プロ

ジェクトを継続して完遂することが相応しい． 

 

③ 残り 2年の研究期間において注意を要する点、改善点、重点的に取り組むべき点 
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④ 総評、今後の取り組みに期待したい研究項目、その他 

ここまで，海岸工学分野の研究が特段に進展していると思える．他分野の研究も同等の完成

度に到達することができれば，プロジェクト全体のバランスが一層良くなると思われる．引き

続き，当初の研究目的に沿って研究基盤を形成し，その成果を広く社会に還元する方向で努

力されることを望む． 

 

外部専門家 

職名 ○○大学教授   

氏名 ○○  

 

評価内容 

（５：優れている  ４：どちらかと言えば優れている ３：普通  ２：どちらかと言えば劣ってい

る １： 劣っている） 

 

① 研究の目的、内容は社会の必要とするものであるか 評点 [ 5 ] 

コメント： 本研究プロジェクトの目的である，分野横断的な災害研究拠点の形成およびその

活動の国際展開については，我が国の震災後の復興および今後の複合的な災害に対する

備えの観点から重要である．また加えて，我が国の防災への取り組みを，海外，特に防災レ

ベルの低い発展途上国に研究者レベルで展開することは非常に時宜を得た重要なテーマで

ある． 

 

② 5 年間継続する研究は 3年目までは順調に進んでいるか  評点 [ 5 ] 

コメント： 3 年間の研究成果としては十分な数の研究論文の発表を行っており，また研究成

果の発信や様々な研究ツールの開発・還元を実施している点は高く評価できる．その他，国

内研究者の連携強化とともに，国際シンポジウムの開催，外国人研究員の招聘，国際的なメ

ディアへのアウトリーチなども積極的に行っており，ここまで順調に研究が進められていると

評価できる． 

 

③ 残り 2年の研究期間において注意を要する点、改善点、重点的に取り組むべき点 

コメント： 3 年間の取り組みでは，沿岸災害を中心として多くの成果を上げている．今後は研

究テーマとして掲げている「構造物の減災」と「複合災害への対処」について，研究プロジェク

トに参加している数多くの研究者の幅広い専門分野（構造物，地盤，計画など）を生かした成

果に期待したい．災害研究の国際拠点の形成の観点からも，より広い分野での展開が望ま

しい．  

 

④ 総評、今後の取り組みに期待したい研究項目、その他 

コメント： 防災研究の国際展開については，単に本研究プロジェクトの成果を還元するだけ

でなく，人材育成を中心とする各国での自律的な防災研究を支援するための取り組みについ

ても，ぜひ検討いただきたい． 
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１６　施設・装置・設備・研究費の支出状況（実績概要） （千円）

１７　施設・装置・設備の整備状況  （私学助成を受けたものはすべて記載してください。）
《施　　設》  （私学助成を受けていないものも含め、使用している施設をすべて記載してください。） （千円）

58号館屋上 130 ㎡
創造理工学部研究室 350 ㎡
水工実験室、構造実験室 220 ㎡

※　私学助成による補助事業として行った新増築により、整備前と比較して増加した面積
㎡
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１８　研究費の支出状況研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度

分析用コンピュータ、ソフトウェア

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

時給1680円，年間時間数330時間，2人9,062

64,768
18,300

9,062

補助主体

積　　算　　内　　訳

私学助成

13,996
53

13,943

9,062 9,062

0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

気象観測設備、波高・流速計装置、パソコン等
災害関連図書

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

ポスト・ドクター

計

計

53
13,996

13,943

64,768

261

11,486

808
17,784

261

東北、関東の調査、招聘、調査旅費
情報収集費用

6,329

主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

支　出　額

KGW-WC0053-E01 1 2400 14,00021,000

《装置・設備》　（私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）

（研究装置）

稼働時間数装置・設備の名称 台　　数型　　番 事業経費 補助金額

計

リサーチ・アシスタント

消　耗　品　費

図　　　　書

18,300

教育研究経費支出

印刷製本費

平面津波造波設備

（情報処理関係設備）

雑費・賃借料・会合費等

報酬・委託料

計

小  科  目
主　な　使　途 金　　額

9,800

通信運搬費

6,329

17,784

研究支援推進経費

9,800

用品費

808

教育研究用機器備品

人件費支出
（兼務職員）

旅費交通費
11,486

25

（研究設備）

整備年度

H25

年　　　度


